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（別記様式第２号）

 浜の活力再生広域プラン 

令和４～８年度 

第２期

１ 広域水産業再生委員会

組織名 岩手県岩泉町・田野畑村広域水産業再生委員会

代表者名 田野畑村漁業協同組合 代表理事組合長 中村 芳正

広域委員会の構成員 小本浜地区地域水産業再生委員会（小本浜漁協、岩泉町） 

田野畑地区地域水産業再生委員会（田野畑村漁協、田野畑村） 

岩手県漁業協同組合連合会（県漁連） 

岩手県（県） 

オブザーバー なし

対象となる地域の範囲

及び漁業の種類

田野畑村机、北山、明戸、羅賀、平井賀、和野、切牛、大芦、島越（田野

畑村漁協管内）

岩泉町小本、中島、（小本浜漁協管内）

・田野畑村漁協所属漁業者 274名  採介藻漁業 274名 

わかめ・こんぶ養殖業 29名 

漁船漁業  15名 

定置網漁業 40名 

・小本浜漁協所属漁業者 163名   採介藻漁業 163名 

わかめ・こんぶ養殖業 9名 

漁船漁業  21名 

定置網漁業 15名 

【令和 3年 3月 31日時点 業務報告書より】 

２ 地域の現状

（１）関連する水産業を取り巻く現状等

・ 岩泉町及び田野畑村は隣接し、漁業権においては第二種共同漁業権漁場を共有している。田野

畑村は海岸線が長く、北山・机地域、明戸・羅賀地域、平井賀地域、切牛・島越地域の 4つの漁

業地域が存在し、岩泉町は小本地域、茂師・小成地区の 2つが漁業地域となっている。

・ 両地域の沿岸部は太平洋に面する海洋性気候により、夏期はヤマセと呼ばれる低温の偏東風の

影響により比較的冷涼な気候であるが、冬期は比較的温暖である。

･ 産業は、岩泉町、田野畑村ともに内陸部では林業･畜産業が盛んであるが、沿岸部においては大

半が水産業に従事し、両地域とも類似した構造を有している。 

・ 両地域の漁業生産構造も類似し、定置網漁業（秋サケを主対象）、海藻養殖業（ワカメ・コン
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ブ）、採介藻漁業（アワビ・ウニ等）、沿岸漁船漁業（延縄・カゴ・刺し網・イカ釣等）が主な

漁業種である。 

・ 尚、小本浜漁協と田野畑村漁協は、平成 19 年度に合併の協議が行われ、結果的には財政上の

問題等により最終合意には至らなかったものの、地域事情や問題を共有し以前から密接に関わり

のある地域である。 

・ 平成 23年 3月 11 日の東日本大震災により、両地域とも漁船や水産関連施設（漁港、市場、加

工場、作業施設、保管施設等）、アワビ・ウニ等の磯根資源が流失、田野畑村ではサケふ化場が

全壊し、稚魚の死滅等甚大な被害を受けた。 

・ さらに、岩泉町では平成 28 年 8 月 30 日に襲来した台風 10号により小本さけ・ます人工ふ化

場が壊滅的な被害を受け、平成 28 年度のサケ稚魚生産を半数まで縮小せざるを得ない状況とな

ったが、平成 28 年度水産業競争力強化緊急施設復旧整備事業を活用し平成 30 年 3 月に復旧し

30年度には 26,000千尾のサケ稚魚を生産している。 

・ 現在、先の震災や台風被害からの復旧・復興・漁業生産量の回復に向けて取り組んでおり、地

域内の漁港等の整備は概ね完了している。 

・ このような中、漁業を取り巻く環境は、燃油、資材等の価格高騰による漁業経費の増大や主力

魚種の漁獲量の大幅な減少と、新型コロナウイルス感染症の影響による流通不振に伴う魚価安等

により漁家所得は伸び悩み、漁業経営を圧迫しているほか、漁業者の高齢化や後継者・新規就業

者不足による“漁業離れ”が両地域共通の課題となっている。

（２）その他の関連する現状等

・ 補助事業を導入して東日本大震災で流失した漁船、漁具･資機材、養殖施設等の漁業関連施設

の復旧はほぼ完了し、現在、アワビ・ナマコの種苗放流による資源回復と、サケ資源の回帰尾数

の増加を目指し稚魚放流に継続して取組んでいる。 

・ 両地域の水産物の認知と付加価値向上を図り、漁家所得を向上させるため、イベントへの参加・

商品 PR活動等、販売促進体制の構築に向け取組んでいる。

・ また、東日本大震災により被災した地域漁業の再生に向けた「地域再生営漁計画」を平成 26

年度に策定したほか、小本浜漁協では平成 27年 1月 30日、田野畑村漁協では平成 28年 3月 31

日にそれぞれ承認を得た「浜の活力再生プラン(浜プラン)｣に基づき、漁業生産の回復や漁家経

営の安定及び漁業所得の向上を目指し、取組みを推進しているところである。 

・ 燃油価格の高騰による漁業経費増大対策として、漁業経営セーフティーネット構築事業に参画

し、経営に及ぼす影響の緩和を図っている。

・ 田野畑村ではサッパ船アドベンチャーズ号の運航や東日本大震災の教訓を伝える体験型観光

を中心に、岩泉町では日本三大鍾乳洞の一つである龍泉洞を核としながら、岩泉町の海域(小本

浜)を巡るモシ竜ロマン・クルーズの運航による観光事業をそれぞれ展開している。 

・ さらに、両地域の沿岸部は三陸復興国立公園に指定され、沿線を通る三陸鉄道による観光列車

の運行など観光資源が豊富であり、両地域とも観光を土台に水産業の魅力へと結び付け、観光客

の誘致による地域の活性化への取組みを強化している。

・ 尚、両地域とも人口減少に歯止めがかからず、人口の両地域計は 1980年の 23,461人から 2015

年は 13,307 人(1980 年比 57%)、2040年の将来予測では 7,383 人(同 31%)とされ(※)、観光業と
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の連携による地域活性化のほか、定住・移住促進などの人口減少対策が急務となっている。 

【 出典：国立社会保障・人口問題研究所 】 

３ 競争力強化の取組方針

（１）機能再編・地域活性化に関する基本方針

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）
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② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

小本浜漁協、田野畑村漁協の組合員数は、県内 24漁業協同組合中それぞれ 20 番目、16 番目、

漁協職員数も 17 番目、18番目とそれぞれ小規模であるため、組合事業活動は地域密着型である半

面、既存市場･既存商品に依存しがちであり、漁協青年部や女性部の活動による新商品化や水産資

源管理、各種学習･研修会などの活動には限界があった。 

両地域は第二種共同漁業権漁場を共有しており、また漁業生産構造が類似し、かつ、小規模漁協

であることを踏まえれば、少ない人的・物的・金銭的資源を共有、共通、統一し広域化すること

で、単協では実施できない事業拡大、発展への可能性が高まると考えている。 
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以下に具体的な方針を記した。 

１ アワビ資源の回復 

東日本大震災で流失したアワビ資源の回復と永続的利用のため、稚貝の放流数を両漁協併せて

震災前の 178 千個から 300千個に増やし、両漁協が連携･協力して双方の技術交流・情報交換・成

果の検証を行うとともに両漁協間でダイバーを相互融通する等、放流効果の最大化に向け取組む。  

また、餌料不足を補うため、ウニの駆除を含めた藻場造成試験や駆除したウニの活用試験に取

組むとともに両地域を管轄する岩泉警察署と両漁協とが連携した密漁監視体制の強化により、統

一した磯根資源の管理・保全に継続して取組む。 

２ サケ資源の回復  

両地域とも定置網によるサケ漁が主力であるが、災害時や不漁時にサケ放流用種苗の確保が困

難となった場合の対策として隣接する両漁協が連携することにより、計画数量に満たないふ化場

に対して不足分を補うなど情報を共有しながら不測の事態に備え、両漁協合わせて約 32,000千尾

の稚魚生産を目標とし、サケ資源の造成に努める。 

 また、近年の大幅な回帰率減少により親魚捕獲が困難を極めていることから、海産親魚の活用と

健苗育成に向けた技術向上を目指し両漁協のふ化場間の協力と連携体制の強化を図り、ふ化場職

員同士の技術交流や専門知識の習得の推進に継続して取組む。（継続実施） 

〈所得向上への取組み〉 

３ 魚価の向上 

水産関係者の意識の醸成を図るため、魚市場を有する田野畑村漁協は漁業者及び市場利用者に

対する説明会や衛生管理講習会、魚市場運営協議会等を開催し、漁獲から流通まで一貫した低温

管理取組の周知･徹底を図り当地域の水産物が統一的で安心・安全かつ高品質な当地域の水産物を

販売する等魚価の向上に向けた取組みを継続して行う。（継続実施） 

また、小本浜漁協の産直施設「愛土館」を有効に活用し、両漁協の組合員等から買付けた鮮魚等

の直販を一体的に行うことにより、さらなる漁業所得向上及び食堂営業を通じた地産地消の拡大

と魚食普及を図る。 

４ 付加価値向上と販路の拡大 

両地域は前述のとおり観光業も主要産業としていることから、龍泉洞や北山崎等の観光施設、

両地域内の宿泊施設や道の駅等において、両漁協が連携･協力することで地元の水産物や加工品の

出品を切らさず安定的に供給できる体制を構築し、さらに県や県漁連が主催する水産フェア等に

は共同で出店することでの特色付けによる販路拡充と、内外で両地域の水産物の認知度を向上さ

せることによりマーケットの拡大を図る。また、小本川に遡上した鮭の生売りや塩鮭、新巻鮭等の

加工品販売及び女性部が開発した採卵後の雌ザケを活用した「おもと浜っこあげ」や「小本浜鮭ん

坊」の販路拡大に取り組むことで、地元水産物の消費拡大と 6 次産業化による付加価値向上を図

る。 

（２）中核的担い手の確保・育成に関する基本方針

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）
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② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

１ 将来の担い手の確保・育成 

両漁協は、両地域内の小中学生を対象としたサケ稚魚放流体験や漁業体験を継続するとともに、

学校給食への地域水産物の積極的利用や総合学習教育又は社会科教育等の授業を活用して漁業者

が児童たちに水産業の魅力を伝えることなどで、学童期から水産業への理解と興味を深めること
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により将来担い手となる漁業者を育成する。 

また、両漁協は漁業就業者育成協議会による就業フェアへの参加、新規漁業就業者支援事業の

活用やいわて水産アカデミー修了生を新規漁業者として確保することなどにより、両漁協あわせ

て 440人程の組合員数の維持を目指す。（継続実施） 

２ 中核的漁業者の育成 

  中核的漁業者をはじめ、意欲ある漁業者が先輩漁業者や商工部門の関係者の指導を受けながら

未利用資源の開発・研究やウニ・アワビの蓄養事業等の新たな漁業形態にチャレンジする他、収

益性の高い漁業経営への転換を図るための補助事業（漁船リース事業、競争力強化型機器等導入

緊急対策事業等）の活用を積極的に進める。 

また、両漁協は養殖施設の空き台数が生じないよう若手漁業者を養殖漁業参入へ誘導し、それ

ぞれの地区の養殖組合と連携して養殖漁業者の育成を図る。（一部内容を変更） 

３ 潜水士の育成 

養殖施設の保守管理と修繕、アワビ・ナマコの種苗放流、ウニ駆除作業等を行うダイバーが高

齢化に伴い減少している現状から、両漁協は若い漁業者がダイバー資格を取得するための経費を

一部助成するなど、育成に関する補助制度の導入を検討するほか、両漁協間でダイバーを相互融

通し、ダイバー不足の解消を図る。（継続実施） 

（３）漁獲努力漁の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

・ 「岩手県資源管理計画指針」を遵守した資源管理の履行

・ 「岩手県漁業調整規則」の遵守

・ 「岩手県高度衛生管理基準」による衛生管理の推進

・ 「岩手県サケ資源回復計画」の推進

（４）具体的な取組み内容（年度毎に記載） 

1年目（令和 4年度） 

取組内容 【機能再編・地域活性化への取組み】 

1.アワビ資源の回復

・ 両漁協は、アワビ稚貝 300千個をダイバーにより潜水放流を実施する。

・ 両漁協は、アワビ稚貝の放流数、適期放流と放流手法、餌となる藻場の繁殖状

況等について情報を共有しつつ、両漁協間でダイバーを相互融通し、ダイバー

不足の解消を図りながら藻場造成試験を実施する。

・ 密漁者の監視体制を強化するため、岩泉警察署と宮古海上保安署に協力を要請

し、再生委員会内でその対策に取組む。

2.サケ資源の回復

・ 大震災及び台風 10 号により壊滅的且つ甚大な被害を受けた両漁協のふ化場は

平成 30 年までに復旧した施設を活用して、正常な運営を図りつつ小本浜 26,510

千尾、田野畑村 6,000千尾のふ化放流を目指す。また、近年秋サケ回帰尾数の減

少によりふ化放流事業に係る種卵確保が困難なことから、両漁協のふ化場は海

産親魚の活用や他河川より移入卵の提供を受け入れるような体制づくりを検討

する。

また、小本ふ化場（小本浜漁協）は、換水率が高く、井戸の水量が潤沢に保て

ること等から主に稚魚の健苗育成に重点を置き、明戸ふ化場（田野畑村漁協）は、
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飼育地の容積が比較的に大きいことから主に親漁の蓄養に重点を置く等、お互

いの環境の利点を活用した効率の良い育成方法を検討する。 

・ 今後の回帰率向上を目指すため、採卵時の冷水病対策として等張液洗浄や、水

カビ防止対策としてポリフェノン緑茶エキスを使用した溶液への漬込み等を行

い健康な稚魚の育成を図る。 

3.魚価の向上

・ 田野畑村漁協は、田野畑魚市場の岩手県版水産物高度衛生品質管理計画（IF

HACCP）を活用し、大型定置網で漁獲される高価格帯の活魚の付加価値向上を図

るため、高鮮度管理マニュアルを遵守した取扱いと買受人業者のニーズに応じ

た販売後の活魚一時蓄養等に継続して取組み、小本浜漁協の産直施設「愛土館」

での販売を行う。

また、漁業者及び市場利用者に対する説明会や衛生管理講習会、魚市場運営協

議会等を開催し水産関係者の衛生管理・鮮度管理に関する意識の醸成を図る。 

・ 両漁協は、産直施設「愛土館」を有効に利用し、田野畑村漁協の活魚や小本浜

漁協の高鮮度鮮魚等の地場流通による消費拡大と 6 次産業振興を通じた付加価

値向上の取組みを継続するとともに、新たな販路拡大を図る。また、各漁協の女

性部についても、愛土館を活用した商品の製造・販売に引き続き取組むことで地

元水産物の有効利用を図る。

4.付加価値向上と販路の拡大

・ 両地域は、龍泉洞（岩泉町）や北山崎（田野畑村）等の観光施設、地域内の宿

泊施設や道の駅等において、両漁協が連携･協力することで地元の水産物や加工

品の出品を切らさず安定的に供給できる体制を構築し、県や県漁連が主催する

水産フェア等に共同出店することでの販路拡充と、内外で両地域の水産物の認

知度を向上させることによりマーケットの拡大を図る。

・ 各浜の女性部は、相互の交流を図りながら、新商品開発の取組みを継続すると

ともに、田野畑村が主催する販促イベント等へ参加し販路拡大を図る。

・ 女性部の商品販売拡大を図るため、両漁協は道の駅、宿泊施設における販売体

制の確立に向けて検討する。

また、両漁協は、各地区の漁業体験（見学）、サケ稚魚の放流体験（見学）等、

地域の特色を取入れた活動に取組む。 

【中核的担い手の確保・育成に関する取組み】 

1.将来の担い手の確保・育成

・ 両漁協は町村の「新規漁業就業者育成事業」を積極的に活用する。

また、次代の漁業担い手として期待できる「いわて水産アカデミー」受講生を育

成する体制の構築に取組む。

・ 両漁協は水産業インターンシップの受入や、就業支援フェアへの参加等漁業者

の募集活動を行う。

・ 地元小中学校を対象とした職場体験学習を実施し、浜の仕事に興味を持っても

らう機会を取入れながら担い手となる人材育成を図る。

・ 河川での漁獲量が多い小本ふ化場において、両地域の小学生を対象に、採卵後

の親魚を利用して「新巻サケ作り体験」を実施することについて検討する。

2.中核的漁業者の育成

 両地域で収益性の高い漁業経営への転換を図るための補助事業である、浜の担
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い手漁船リース緊急事業、競争力強化機器等導入緊急支援事業を活用し所得向

上を支援する。

3.潜水士の育成

・ 両漁協は、年間の潜水作業に係る業務を把握し、必要に応じて相互融通できる

体制を検討する。また、若手漁業者等が潜水士の資格を取得する経費に対する支

援を実施する。

活用する支

援措置等 

①漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

②競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

③浜の担い手漁船リース緊急事業（国）

  2年目（令和 5年度） 

取組内容 【機能再編・地域活性化への取組み】 

1.アワビ資源の回復

・ 両漁協は、アワビ稚貝 300千個をダイバーにより潜水放流を実施する。

・ 両漁協は、アワビ稚貝の放流数、適期放流と放流手法、餌となる藻場の繁殖状

況等について情報を共有しつつ、両漁協間でダイバーを相互融通し、ダイバー

不足の解消を図りながら藻場造成試験を継続して実施する。

・ 密漁者の監視体制を強化するため、岩泉警察署と宮古海上保安署に協力を要請

し、再生委員会内でその対策に取組む。

2.サケ資源の回復

・ 大震災及び台風 10 号により壊滅的且つ甚大な被害を受けた両漁協のふ化場は

平成 30年までに復旧した施設を活用して、正常な運営を図りつつ小本 26,510千

尾、田野畑村 6,000千尾のふ化放流を目指す。また、近年秋サケ回帰尾数の減少

によりふ化放流事業に係る種卵確保が困難なことから、両漁協のふ化場は海産

親魚の活用や他河川より移入卵の提供を受け入れるような体制づくりの検討を

継続する。

また、小本ふ化場は、換水率が高く、井戸の水量が潤沢に保てること等から主

に稚魚の健苗育成に重点を置き、明戸ふ化場は、飼育地の容積が比較的に大きい

ことから主に親漁の蓄養に重点を置く等、お互いの環境の利点を活用した効率

の良い育成方法の検討を継続する。 

・ 今後の回帰率向上を目指すため、採卵時の冷水病対策として等張液洗浄や、水

カビ防止対策としてポリフェノン緑茶エキスを使用した溶液への漬込み等を行

い健康な稚魚の育成を図る。 

3.魚価の向上

・ 田野畑村漁協は、田野畑魚市場の岩手県版水産物高度衛生品質管理計画（IF

HACCP）を活用し、大型定置網で漁獲される高価格帯の活魚の付加価値向上を図

るため、高鮮度管理マニュアルを遵守した取扱いと買受人業者のニーズに応じ

た販売後の活魚一時蓄養等に継続して取組み、小本浜漁協の産直施設「愛土館」

での販売を継続して行う。

また、漁業者及び市場利用者に対する説明会や衛生管理講習会、魚市場運営協

議会等を開催し水産関係者の衛生管理・鮮度管理に関する意識の醸成を図る。 

・ 両漁協は、産直施設「愛土館」を有効に利用し、田野畑村漁協の活魚や小本浜

漁協の高鮮度鮮魚等の地場流通による消費拡大と 6 次産業振興を通じた付加価
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値向上の取組みを継続するとともに、新たな販路拡大を図る。また、各漁協の女

性部についても、愛土館を活用した商品の製造・販売に引き続き取組むことで地

元水産物の有効利用を図る。 

4.付加価値向上と販路の拡大

・ 両地域は、龍泉洞や北山崎等の観光施設、地域内の宿泊施設や道の駅等におい

て、前年に構築した体制により両漁協が連携･協力することで、地元の水産物や

加工品を安定的に供給するとともに、県や県漁連が主催する水産フェア等に共

同出店することでの販路拡充と、内外で両地域の水産物の認知度を向上させる

ことによりマーケットの拡大を図る。

・ 各浜の女性部は、相互の交流を図りながら、新商品開発の取組みを継続すると

ともに、田野畑村が主催する販促イベント等へ参加し販路拡大を図る。

・ 女性部の商品販売拡大を図るため、両漁協は道の駅、宿泊施設における販売体

制の確立に向けた検討を継続する。

また、両漁協は、各地区の漁業体験（見学）、サケ稚魚の放流体験（見学）等、

地域の特色を取入れた活動に取組む。 

【中核的担い手の確保・育成に関する取組み】 

1.将来の担い手の確保・育成

・ 両漁協は町村の「新規漁業就業者育成事業」を積極的に活用するとともに、

次代の漁業担い手として期待できる「いわて水産アカデミー」の受講者を募り、

担い手育成に継続して取組む。 

・ 両漁協は水産業インターンシップの受入や、就業支援フェアへの参加等漁業者

の募集活動を行う。

・ 地元小中学校を対象とした職場体験学習を実施し、浜の仕事に興味を持っても

らう機会を取入れながら担い手となる人材育成を図る。

・ 河川での漁獲量が多い小本ふ化場において、両地域の小学生を対象に、採卵後

の親魚を利用して「新巻サケ作り体験」を実施することについての検討を継続す

る。

2.中核的漁業者の育成

 両地域で収益性の高い漁業経営への転換を図るための補助事業である、浜の担

い手漁船リース緊急事業、競争力強化機器等導入緊急支援事業を活用し所得向

上を支援する。

3.潜水士の育成

・ 両漁協は、年間の潜水作業に係る業務を把握し、必要に応じて相互融通できる

体制を検討する。また、若手漁業者等が潜水士の資格を取得する経費に対する支

援を実施する。

活用する支

援措置等 

①漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

②競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

③浜の担い手漁船リース緊急事業（国）

 3年目（令和 6年度） 

取組内容 【機能再編・地域活性化への取組み】 

1.アワビ資源の回復
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・ 両漁協は、アワビ稚貝 300千個をダイバーにより潜水放流を実施する。

・ 両漁協は、アワビ稚貝の放流数、適期放流と放流手法、餌となる藻場の繁殖状

況等について情報を共有しつつ、両漁協間でダイバーを相互融通し、ダイバー

不足の解消を図りながら藻場造成試験を継続して実施する。

・ 密漁者の監視体制を強化するため、岩泉警察署と宮古海上保安署に協力を要請

し、再生委員会内でその対策に取組む。

2.サケ資源の回復

・ 大震災及び台風 10 号により壊滅的且つ甚大な被害を受けた両漁協のふ化場は

平成 30 年までに復旧した施設を活用して、正常な運営を図りつつ小本浜 26,510

千尾、田野畑村 6,000千尾のふ化放流を目指す。また、近年秋サケ回帰尾数の減

少によりふ化放流事業に係る種卵確保が困難なことから、両漁協のふ化場は海

産親魚の活用や他河川より移入卵の提供を受け入れるような体制を構築する。

また、小本ふ化場は、換水率が高く、井戸の水量が潤沢に保てること等から主

に稚魚の健苗育成に重点を置き、明戸ふ化場は、飼育地の容積が比較的に大きい

ことから主に親漁の蓄養に重点を置く等、お互いの環境の利点を活用した効率

の良い育成方法の検討を継続する。 

・ 今後の回帰率向上を目指すため、採卵時の冷水病対策として等張液洗浄や、水

カビ防止対策としてポリフェノン緑茶エキスを使用した溶液への漬込み等を行

い健康な稚魚の育成を図る。 

3.魚価の向上

・ 田野畑村漁協は、田野畑魚市場の岩手県版水産物高度衛生品質管理計画（IF

HACCP）を活用し、大型定置網で漁獲される高価格帯の活魚の付加価値向上を図

るため、高鮮度管理マニュアルを遵守した取扱いと買受人業者のニーズに応じ

た販売後の活魚一時蓄養等に継続して取組み、小本浜漁協の産直施設「愛土館」

での販売を継続して行う。

また、漁業者及び市場利用者に対する説明会や衛生管理講習会、魚市場運営協

議会等を開催し水産関係者の衛生管理・鮮度管理に関する意識の醸成を図る。 

・ 両漁協は、産直施設「愛土館」を有効に利用し、田野畑村漁協の活魚や小本浜

漁協の高鮮度鮮魚等の地場流通による消費拡大と 6 次産業振興を通じた付加価

値向上の取組みを継続するとともに、新たな販路拡大を図る。また、各漁協の女

性部についても、愛土館を活用した商品の製造・販売に引き続き取組むことで地

元水産物の有効利用を図る。

4.付加価値向上と販路の拡大

・ 両地域は、龍泉洞や北山崎等の観光施設、地域内の宿泊施設や道の駅等におい

て、両漁協が連携･協力することで地元の水産物や加工品を、安定的に供給する

とともに、県や県漁連が主催する水産フェア等に共同出店することでの販路拡

充と、内外で両地域の水産物の認知度を向上させることによりマーケットの拡

大を図る。

・ 各浜の女性部は、相互の交流を図りながら、新商品開発の取組みを継続すると

ともに、田野畑村が主催する販促イベント等へ参加し販路拡大を図る。

・ 女性部の商品販売拡大を図るため、両漁協は道の駅、宿泊施設における販売体

制の確立に向けた検討を継続する。

また、両漁協は、各地区の漁業体験（見学）、サケ稚魚の放流体験（見学）等、

地域の特色を取入れた活動に取組む。 
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【中核的担い手の確保・育成に関する取組み】 

1.将来の担い手の確保・育成

・ 両漁協は町村の「新規漁業就業者育成事業」を積極的に活用するとともに、次

代の漁業担い手として期待できる「いわて水産アカデミー」の受講者を募り、担

い手育成に継続して取組む。

・ 両漁協は水産業インターンシップの受入や、就業支援フェアへの参加等漁業者

の募集活動を行う。

・ 地元小中学校を対象とした職場体験学習を実施し、浜の仕事に興味を持っても

らう機会を取入れながら担い手となる人材育成を図る。

・ 河川での漁獲量が多い小本ふ化場において、両地域の小学生を対象に、採卵後

の親魚を利用して「新巻サケ作り体験」を実施することについての検討を継続す

る。

2.中核的漁業者の育成

 両地域で収益性の高い漁業経営への転換を図るための補助事業である、浜の担

い手漁船リース緊急事業、競争力強化機器等導入緊急支援事業を活用し所得向

上を支援する。

3.潜水士の育成

・ 両漁協は、年間の潜水作業に係る業務を把握し、必要に応じて相互融通できる

体制を構築する。また、若手漁業者等が潜水士の資格を取得する経費に対する支

援を実施する。

活用する支

援措置等 

①漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

②競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

③浜の担い手漁船リース緊急事業（国）

4年目（令和 7年度）取組 

取組内容 【機能再編・地域活性化への取組み】 

1.アワビ資源の回復

・ 両漁協は、アワビ稚貝 300千個をダイバーにより潜水放流を実施する。

・ 両漁協は、アワビ稚貝の放流数、適期放流と放流手法、餌となる藻場の繁殖状

況等について情報を共有しつつ、両漁協間でダイバーを相互融通し、ダイバー

不足の解消を図りながら藻場造成試験を継続して実施する。

・ 密漁者の監視体制を強化するため、岩泉警察署と宮古海上保安署に協力を要請

し、再生委員会内でその対策に取組む。

2.サケ資源の回復

・ 大震災及び台風 10 号により壊滅的且つ甚大な被害を受けた両漁協のふ化場は

平成 30 年までに復旧した施設を活用して、正常な運営を図りつつ小本浜 26,510

千尾、田野畑村 6,000千尾のふ化放流を目指す。また、近年秋サケ回帰尾数の減

少によりふ化放流事業に係る種卵確保が困難なことから、両漁協のふ化場は前

年に構築した海産親魚の活用や他河川より移入卵の提供を受け入れるような体

制でふ化放流用種苗育成に取組む。

また、小本ふ化場は、換水率が高く、井戸の水量が潤沢に保てること等から主

に稚魚の健苗育成に重点を置き、明戸ふ化場は、飼育地の容積が比較的に大きい
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ことから主に親漁の蓄養に重点を置く等、お互いの環境の利点を活用した効率

の良い種苗育成を、前年までの検討結果を踏また方法により実践する。 

・ 今後の回帰率向上を目指すため、採卵時の冷水病対策として等張液洗浄や、水

カビ防止対策としてポリフェノン緑茶エキスを使用した溶液への漬込み等を行

い健康な稚魚の育成を図る。 

3.魚価の向上

・ 田野畑村漁協は、田野畑魚市場の岩手県版水産物高度衛生品質管理計画（IF

HACCP）を活用し、大型定置網で漁獲される高価格帯の活魚の付加価値向上を図

るため、高鮮度管理マニュアルを遵守した取扱いと買受人業者のニーズに応じ

た販売後の活魚一時蓄養等に継続して取組み、小本浜漁協の産直施設「愛土館」

での販売を継続して行う。

また、漁業者及び市場利用者に対する説明会や衛生管理講習会、魚市場運営協

議会等を開催し水産関係者の衛生管理・鮮度管理に関する意識の醸成を図る。 

・ 両漁協は、産直施設「愛土館」を有効に利用し、田野畑村漁協の活魚や小本浜

漁協の高鮮度鮮魚等の地場流通による消費拡大と 6 次産業振興を通じた付加価

値向上の取組みを継続するとともに、新たな販路拡大を図る。また、各漁協の女

性部についても、愛土館を活用した商品の製造・販売に引き続き取組むことで地

元水産物の有効利用を図る。

4.付加価値向上と販路の拡大

・ 両地域は、龍泉洞や北山崎等の観光施設、地域内の宿泊施設や道の駅等におい

て、両漁協が連携･協力することで地元の水産物や加工品を、安定的に供給する

とともに、県や県漁連が主催する水産フェア等に共同出店することでの販路拡

充と、内外で両地域の水産物の認知度を向上させることによりマーケットの拡

大を図る。

・ 各浜の女性部は、相互の交流を図りながら、新商品開発の取組みを継続すると

ともに、田野畑村が主催する販促イベント等へ参加し販路拡大を図る。

・ 女性部の商品販売拡大を図るため、両漁協は道の駅、宿泊施設における販売体

制を確立する。

また、両漁協は、各地区の漁業体験（見学）、サケ稚魚の放流体験（見学）等、

地域の特色を取入れた活動に取組む。 

【中核的担い手の確保・育成に関する取組み】 

1.将来の担い手の確保・育成

・ 両漁協は町村の「新規漁業就業者育成事業」を積極的に活用するとともに、次

代の漁業担い手として期待できる「いわて水産アカデミー」の受講者を募り、担

い手育成に継続して取組む。

・ 両漁協は水産業インターンシップの受入や、就業支援フェアへの参加等漁業者

の募集活動を行う。

・ 地元小中学校を対象とした職場体験学習を実施し、浜の仕事に興味を持っても

らう機会を取入れながら担い手となる人材育成を図る。

・ 河川での漁獲量が多い小本ふ化場において、両地域の小学生を対象に、採卵後

の親魚を利用した「新巻サケ作り体験」を開始する。

2.中核的漁業者の育成

 両地域で収益性の高い漁業経営への転換を図るための補助事業である、浜の担
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い手漁船リース緊急事業、競争力強化機器等導入緊急支援事業を活用し所得向

上を支援する。

3.潜水士の育成

・ 両漁協は、年間の潜水作業に係る業務を把握し、必要に応じて相互融通できる

体制を構築する。また、若手漁業者等が潜水士の資格を取得する経費に対する支

援を実施する。

活用する支

援措置等 

①漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

②競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

③浜の担い手漁船リース緊急事業（国）

5年目（令和 8年度） 

取組内容 【機能再編・地域活性化への取組み】 

1.アワビ資源の回復

・ 両漁協は、アワビ稚貝 300千個をダイバーにより潜水放流を実施する。

・ 両漁協は、アワビ稚貝の放流数、適期放流と放流手法、餌となる藻場の繁殖状

況等について情報を共有しつつ、両漁協間でダイバーを相互融通し、ダイバー

不足の解消を図りながら藻場造成試験を継続して実施する。

・ 密漁者の監視体制を強化するため、岩泉警察署と宮古海上保安署に協力を要請

し、再生委員会内でその対策に取組む。

2.サケ資源の回復

・ 大震災及び台風 10 号により壊滅的且つ甚大な被害を受けた両漁協のふ化場は

平成 30 年までに復旧した施設を活用して、正常な運営を図りつつ小本浜 26,510

千尾、田野畑村 6,000千尾のふ化放流を目指す。また、近年秋サケ回帰尾数の減

少によりふ化放流事業に係る種卵確保が困難なことから、両漁協のふ化場は海

産親魚の活用や他河川より移入卵の提供を受け入れるような体制でふ化放流用

種苗育成に取組む。

また、小本ふ化場は、換水率が高く、井戸の水量が潤沢に保てること等から主

に稚魚の健苗育成に重点を置き、明戸ふ化場は、飼育地の容積が比較的に大きい

ことから主に親漁の蓄養に重点を置く等、お互いの環境の利点を活用した効率

の良い方法により種苗育成を実施する。 

・ 今後の回帰率向上を目指すため、採卵時の冷水病対策として等張液洗浄や、水

カビ防止対策としてポリフェノン緑茶エキスを使用した溶液への漬込み等を行

い健康な稚魚の育成を図る。 

3.魚価の向上

・ 田野畑村漁協は、田野畑魚市場の岩手県版水産物高度衛生品質管理計画（IF

HACCP）を活用し、大型定置網で漁獲される高価格帯の活魚の付加価値向上を図

るため、高鮮度管理マニュアルを遵守した取扱いと買受人業者のニーズに応じ

た販売後の活魚一時蓄養等に継続して取組み、小本浜漁協の産直施設「愛土館」

での販売を継続して行う。

また、漁業者及び市場利用者に対する説明会や衛生管理講習会、魚市場運営協

議会等を開催し水産関係者の衛生管理・鮮度管理に関する意識の醸成を図る。 

・ 両漁協は、産直施設「愛土館」を有効に利用し、田野畑村漁協の活魚や小本浜

漁協の高鮮度鮮魚等の地場流通による消費拡大と 6 次産業振興を通じた付加価
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値向上の取組みを継続するとともに、新たな販路拡大を図る。また、各漁協の女

性部についても、愛土館を活用した商品の製造・販売に引き続き取組むことで地

元水産物の有効利用を図る。 

4.付加価値向上と販路の拡大

・ 両地域は、龍泉洞や北山崎等の観光施設、地域内の宿泊施設や道の駅等におい

て、両漁協が連携･協力することで地元の水産物や加工品を、安定的に供給する

とともに、県や県漁連が主催する水産フェア等に共同出店することでの販路拡

充と、内外で両地域の水産物の認知度を向上させることによりマーケットの拡

大を図る。

・ 各浜の女性部は、相互の交流を図りながら、新商品開発の取組みを継続すると

ともに、田野畑村が主催する販促イベント等へ参加し販路拡大を図る。

・両漁協は、前年に確立した道の駅、宿泊施設における販売体制により、女性部の

商品販売拡大を図る。

また、両漁協は、各地区の漁業体験（見学）、サケ稚魚の放流体験（見学）等、

地域の特色を取入れた活動に取組む。 

【中核的担い手の確保・育成に関する取組み】 

1.将来の担い手の確保・育成

・ 両漁協は町村の「新規漁業就業者育成事業」を積極的に活用するとともに、次

代の漁業担い手として期待できる「いわて県水産アカデミー」の受講者を募り、

担い手育成に継続して取組む。

・ 両漁協は水産業インターンシップの受入や、就業支援フェアへの参加等漁業者

の募集活動を行う。

・ 地元小中学校を対象とした職場体験学習を実施し、浜の仕事に興味を持っても

らう機会を取入れながら担い手となる人材育成を図る。

・ 河川での漁獲量が多い小本ふ化場において、両地域の小学生を対象に、採卵後

の親魚を利用した「新巻サケ作り体験」を継続して実施する。

2.中核的漁業者の育成

 両地域で収益性の高い漁業経営への転換を図るための補助事業である、浜の担

い手漁船リース緊急事業、競争力強化機器等導入緊急支援事業を活用し所得向

上を支援する。

3.潜水士の育成

・ 両漁協は、年間の潜水作業に係る業務を把握し、必要に応じて相互融通できる

体制を構築する。また、若手漁業者等が潜水士の資格を取得する経費に対する支

援を実施する。

活用する支

援措置等 

①漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

②競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

③浜の担い手漁船リース緊急事業（国）

（５）関連機関との連携 



16 

・ アワビ資源の密漁による乱獲を防ぐ目的で、岩泉警察署や宮古海上保安署と連携し、情報共有

を図り監視体制を強化する。 

・ 地域の子供たちが学童期から漁業と触れ合う体験を提供できるように、小中学校、高等学校、

近隣の水産高等学校、インターンシップを実施する大学、宮古公共職業安定所等の機関と連携し、

将来の担い手を育成する。 

（６）他産業との連携 

・ 両地域は龍泉洞や北山崎の観光資源と体験型観光により事業展開していることから、その事業と

連携しイベントへの参加等に取組みながら製造した商品の販路拡大を図る。

４ 成果目標 

（１）成果目標の考え方 

資源管理・地域活性化 

〈地域再編・地域活性化に関する取組み〉 

・ 女性部商品の販売金額向上

低利用・低価格水産物の利用拡大と新商品開発に取組み、女性部間相互の交流を通じ情報交

 換と共有を行いながら販売金額向上を目指す。 

〈中核的担い手の育成に関する取組み〉 

・ 新規漁業就業者数

高齢化に伴う漁業者の減少が危惧されている中、水産業インターンシップの受入や、就業支援

フェアへの参加等により毎年 4人の新規漁業就業者数（新規組合員数）を目指す。

（２）成果目標 

地域再編・地域活性化

に関する取組み 
女性部販売金額 

基準年 

平成 29年度～令和 2年度平均 

（3女性部） 

1,726千円 

目標年 
令和 8年度 

1,999千円 

中核的担い手の育成

に関する取組み 
新規漁業就業者数 

基準年 
平成 29年度～令和 2年度の 4中 2平均 

4人／年 

目標年 
令和 8年度 

4人／年 

（３）上記の算出方法及びその妥当性 

・女性部販売額

コロナウイルス感染症の影響により販売額が落ち込んだ令和 2 年度を除いた、平成 29 年度~令和

元年度の平均販売額を目標とした。
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【実績値（女性部販売額）】  【目標値（H8）】

H29 H30 R1 R2 合計 平均 H29～R1平均 

販売額

(円) 
1,625 1,986 2,386 908 6,905 1,726 1,999 

・新規漁業就業者数

平成 29年度～令和 2年度の 4中 2の平均値を基準とし、毎年度基準と同数の 4名が加入すること

を目標とした。

【実績値（新規漁業就業者数）】  【目標値（新規漁業就業者数）】

H29 H30 R1 R2 合計 
4中 2

平均 
R4 R5 R6 R7 R8 

小 本 浜 3 3 1 3 10 3 
4 4 4  4  4 

田野畑村 1 7 1 1 10 1 

合  計 4 10 2 4 20 4 

５ 関連施策

    活用を予定している関連施策名と想定される内容 

事 業 名 事業内容及び浜の活力再生広域プラントとの関係性 

①漁業経営セーフティーネット

構築事業（国） 

①漁業用燃油等の値上がりに備え、原油価格が高騰した際の漁業

経費の圧縮を図る。

②競争力強化型機器等導入緊急

対策事業（国） 

②燃油消費量の削減が見込める機器を導入することで、漁業経費

の圧縮に取組み、漁家所得を向上させ、市場競争力の強化を図る。 

③浜の担い手漁船リース緊急事

業（国） 

③中核的漁業者として位置づけられた者が所得向上に取組むた

めに必要な中古漁船または新造漁船を円滑に導入できるよう

に支援する。
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